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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　加藤氏の論文は、従来環境社会学等で定性的に検証されてきた知見を、更に社会調査法や実践的アプロー
チにより、定量的かつ精緻に実証し、地域環境問題の多様性に応じた意思決定モデルを手堅い手法で検討し
ている。この点が博士論文として高く評価することができる。また論理展開が明快で、きわめて読みやすく、
最終章の考察では、地域環境問題に向けての解答になるヒントを提供している。以下評価できる点を具体的
に説明する。
　（１）環境問題に取り組む視点としては、地球環境問題と地域環境問題の２つが指摘されている。両者を
比較すると、前者の地球環境問題は、相対的に被害の範囲が広く、個人の健康被害が小さく、不可視的で、
長期的な影響があり、後者の地域環境問題は、被害の範囲が狭く、健康被害が大きく、可視的で、即時的な
影響があるという特徴がある。加藤氏は住民にとって切実な問題である、地域環境問題に主に焦点をあて、
地域住民の地域環境保全を目指した意志決定プロセスを検討している。環境問題における個人の意思決定プ
ロセスとしては、広瀬（1994）の提唱した要因連関モデルに準拠しながら、多様なフィールドでモデルの精
緻化と拡張を行なっている点に論文の優秀性がある。広瀬の要因関連モデルは、環境にやさしい目標意図が
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環境配慮行動・行動意図に影響を及ぼすと予測する。環境にやさしい目標意図は、環境リスク認知、責任帰
属認知、対処有効性認知といった、３つの要因によって影響を受ける。環境配慮行動・行動意図は、費用便
益評価、社会規範評価、実行可能性評価といった、３つの要因によって影響を受ける。こうした要因に地域
焦点型目標意図や問題焦点型目標意図、コモンズ連続認知といった予測要因を加えることで、環境配慮行動
意図を説明するモデルの精度を高くしている点に論文としての価値が見出される。
　まず武庫川流域をフィールドとした研究では、河川問題に対する目標意図は、行動意図に有意な影響を及
ぼさなかったが、武庫川に対する目標意図は行動意図に有意な影響を及ぼすことを明らかにした。こうした
結果から、地域環境問題に対する住民の環境配慮行動を促進するためには、地域焦点型目標意図を高めるこ
とが重要であるという興味深い知見を見出している。
　次に琵琶湖流域をフィールドとした研究では、コモンズの連続性認知という概念をモデルに組み込み、こ
の要因の重要性や中心性を実証している。加藤氏によれば、コモンズの連続性認知とは、ローカルコモンズ
とグローバルコモンズの繋がりに対する個人の意識である。別の表現をすれば、自分たちの利用する地域環
境を守ることが、外部の他の利用者のためになると思っていることである。コモンズの連続性認知は、目標
意図や行動意図にも有意な影響を及ぼすことが明らかになり、地域住民の環境配慮的な態度や行動を促進さ
せる上で、コモンズの連続性認知を高めることが有効であるという新たな知見が見出されている。
　第３に沖縄県国頭郡で赤土流出問題の責任帰属を扱った研究では、ステークホルダー間で責任帰属認知と
環境配慮行動が異なることを明らかにした。一般住民は責任帰属と配慮行動との間に有意なプラスの相関関
係を見出したが、農業従事者は両者に負の有意な相関関係を、また漁業従事者は両者が無関係であることを
見出した。こうした結果は、加害者であるか、被害者であるかといった、社会的ジレンマ構造におけるそれ
ぞれのタイプによって異なることを示唆している。直接関係する先行研究が皆無なので、これらの結果に関
する含意は複雑であるが、ステークホルダー間の違いを認識した上で、何らかの共同・協力行動の必要性を
示唆している。
　（２）研究１から研究３までの理論的なモデル検討の成果を踏まえ、研究４では地域環境問題の解決に向
けた新たな実践的アプローチの提案をしている点に、研究の着実性とバランスの良さを評価することができ
る。研究４の知見として、合理的アプローチは農業従事者の目標意図を、情動的アプローチは農業従事者の
行動意図を促進させること、さらには情動的アプローチと合理的アプローチを組み合わせた場合、目標意図
も行動意図も促進されることが明らかになった。理論と実践を結びつけながら、現実の問題解決に資するこ
とを目指しているところに、研究の萌芽性や野心性を窺うことができるが、フィールド実験の手続きや測定
尺度、結果の頑健性や一般性の点で多少の問題があるように思われる。実験手続きの問題を挙げれば、実験
協力者の数が少ないこと、測定尺度が自由記述であること、結果に統計的検定が行われていないこと等が指
摘できる。テキストマイニング手法や対応分析を用いながら、上述の問題点を克服しようとしているが、や
はり今後更にデータを蓄積していく必要があるように思われる。ともあれ近年の説得的コミュニケーション
と態度変容の研究は理論モデルの検証に終始しがちであり、実践面への関心が薄かったが、現場実験での成
果が理論へのフォードバックになるという意味でも加藤氏の試みは画期的であると思われる。
　（３）最後に本論文を構成している研究成果は、すでに日本社会心理学会、日本グループ・ダイナミック
ス学会等といった、国内学会、更にアジア社会心理学会、ハワイ国際社会科学学会といった、国際学会で既
に報告され、その研究成果が注目され、評価されている。また本論文の一部は、レフェリー付専門誌『実験
社会心理学研究』『社会心理学研究』『コミュニティ心理学研究』に既に掲載されたもので、論文の質の水準
が一定以上で、外部的妥当性が保証されていることを示している。その他博士論文には含まれていない業績
として、共同研究で色々な種類の雑誌論文に多くの業績を持つなど、優秀な若手研究者として学会での評価
は高い。
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